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1．資源の状態 

概要 

対象種の資源生物研究・モニタリング（1.1） 

 日本周辺海域は、本種資源を持続的に利用するために資源評価が必要とされる重要

な海域である（1.1.1.1 4 点）。資源評価に利用可能な生物学的情報は存在するものの

（1.1.1.2 および 1.1.1.3 3 点）、日本周辺海域における近年の生物学的知見は乏しい。

近年の日本のアブラツノザメ漁獲量は安定して推移しており（1.1.2.2 5 点）、主要漁

法による漁獲圧は減少傾向にあると判断される（1.1.2.3 4 点）。標準化 CPUE に基づ

く資源状態の把握に加え（1.1.3.1 4 点）、資源評価精度向上のために様々な調査が行

われている（1.1.2.1 および 1.1.2.4 4 点）。資源評価結果は毎年更新され、公表されて

いる（1.1.3.2 3 点）。 

 

資源の水準・動向（1.2） 

 かけまわし及び底はえ縄の標準化 CPUE によると、本種資源は増減しつつも概ね横

ばいで推移し、2000 年代以降増加していることが示された（1.2.1 4 点）。 

 

漁業の影響（1.3） 

 日本周辺資源に対しては、絶滅の恐れがなく資源の枯渇リスクは低いと判断されて

いるが（1.3.2 4 点）、現状の漁獲圧が及ぼす影響については十分に評価されていない

（1.3.1 1 点）。また、予防的措置はないが（1.3.3.2 1 点）、自主的な漁業管理方策が

漁業者自身の手で策定されており（1.3.3.4 2 点）、とくに重要海域である津軽海峡で

は、漁業者が独自に資源保全に向けた取組を実施している（1.3.3.1 2 点）。環境変化

が資源に影響を及ぼす可能性が示唆されるため、影響の主要因となると思われる水温

変動や餌生物環境の定期的な観測が重要である（1.3.3.3 3 点）。 

 

評価範囲 

①  評価対象魚種の漁業と海域 

 青森県は、本種資源の動向を把握する上で重要な地域となっている。同県における

サメ類の漁獲量の大半はアブラツノザメと考えられ、1971 年以降に増加し、1976 年に

は 3,300 トン程度となった（服部ほか 2017）。1980 年代および 1990 年代の漁獲量は若
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干減少して 1,100～2,500 トン程度でほぼ横ばいで推移し、2004 年には 740 トンに減少

した後、2005 年以降増加に転じている（服部ほか 2017）。2015 年の漁獲量は合計

2,110 トンで、ここ数年は安定して推移しており、沖底で 390 トン（19%）、底はえ縄

で 760 トン（36%）となっている（服部ほか 2017）。対象海域は、北太平洋西部にお

いて高い分布密度が示唆される日本周辺とする。 

 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 本種は多くの統計資料で「さめ類」として他種と一括して扱われるため、単一種と

しての漁獲量は明確でない。1953～1967 年の一時期にのみ都道府県別のアブラ ツノ

ザメの漁獲統計が整備されていたことから、この情報を用いて、都道府県別にサメ類

漁獲量に占めるアブラツノザメの割合を求め、各年のさめ類漁獲量からアブラツノザ

メの漁獲量が推定されている（服部ほか 2017）。 

 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 水産庁の国際水産資源調査・評価推進事業の一環として、水産機構が各県の水産試

験研究機関および漁業者団体より提供されたデータを用いて資源評価を実施し、その

結果は「国際漁業資源の現況」として印刷・公表されている。 

 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収

集する。 

 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理生態研究に関する論文・報告書を収集す

る。 
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1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには、生活史や生態など対象魚種の生物的特性に

関する基本的情報が不可欠である（田中 1998）。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評

価するために必要な、生理・生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～

1.1.1.3 の 3 項目について評価する。評価対象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・

成長・寿命、③成熟と産卵である。個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算

出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 本種は北太平洋の固有種で（Ebert et al. 2010）、ベーリング海を北限、ハワイ海山列

を南限とし、亜寒帯境界に沿って北太平洋の東西に広く分布する（Nakano and 

Nagasawa 1996, McFarlane and King 2003, Orlov et al. 2012, Gasper and Kruse 2013, Yano et 

al. 2017b）。分布密度の高い重要生息海域は、日本周辺海域とアラスカ湾東部沿岸域に

存在する（Ketchen 1986, Brodeur et al. 2009, Conrath and Foy 2009, Orlov et al. 2012, 

Gasper and Kruse 2013, Yano et al. 2017b）。北太平洋の東西で遺伝的差異が認められない

ことから（Ebert et al. 2010）、単一資源として考えられているが（Bigman et al. 2016）、

各重要生息海域で資源状態を把握する必要性が指摘されている（Bigman et al., 2016, 

Yano et al. 2017b）。日本周辺海域では、千葉県および島根県以北の沿岸域に分布し、津

軽海峡とその周辺海域が重要生息域であると考えられる（田名部ほか 1958, 東北区水

産研究所 1993）。鉛直分布密度は水深 200～250m 以浅で高い（Allen and Smith 1988, 

Conrath and Foy 2009, Orlov et al. 2012）。季節的な水温変動に伴い、本種は春夏季に北

上、秋冬季に南下の季節回遊を行う（田名部ほか 1958）。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

生活史の一部

のステージに

おいて、把握

され、十分で

はないが、い

くつかの情報

が利用できる 

生活史のほぼ

全てのステー

ジにおいて把

握され、資源

評価に必要な

最低限の情報

がある 

生活史の一部のス

テージにおいて、

環境要因による変

化なども含め詳細

に把握され、精度

の高い情報が利用

できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 成長は雌雄で異なり、雄は体長 80cm、雌は体長 100cm に達する（Orlov et al. 2011, 

Tribuzio and Kruse 2012）。本種は長寿であることが知られ、雌では 70 年以上生存する個

体もある（McFarlane and Beamish 1987, Vega 2009）。雌雄ともに生後 10 年で体長 50cm

程度に成長し、生後 30 年経過すると雄で体長約 65cm、雌で体長約 80cm に達する
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（Tribuzio et al. 2010）。成熟年齢は雄で 14 歳、雌で 23 歳である（Ketchen 1975）。なお、

日本周辺海域における本種の年齢と成長に関する知見は乏しい。以上より 3 点を配点す

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 

 

1.1.1.3 成熟と産卵 

 日本周辺海域ではおおよその成熟サイズのみ明らかとなっており、雄で体長約 60cm、

雌で体長約 75cm である（山本・木部崎 1950）。一腹当りの胎仔数は 1～23 個体で、妊

娠期間は約 2 年間である（田名部ほか 1958, Tribuzio and Kruse 2012）。日本周辺海域で

は 2～4 月に体長 20cm 程度の胎仔が産出される（田名部ほか 1958）。出産海域は特定

されておらず、規模も不明である。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査は、対象魚種の把握並びに資源

管理の実施に関して、多数の有益な情報を得ることができる。モニタリングの実施体制

と調査項目並びに期間について、1.1.2.1～1.1.2.4 の 4 項目において資源評価の実施に必

要な情報が整備されているかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁

獲量の把握、③漁獲実態調査、④水揚物の生物調査、である。個別に採点した結果を単

純平均して総合得点を算出する。ここで言う期間の長短とは、動向判断に必要な 5 年間

または、3 世代時間（IUCN 2014）を目安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 津軽海峡内で操業を行う底はえ縄漁業の銘柄別漁獲量データが、毎年収集されている。

また、東北太平洋側沖合で毎年 6 月と 10～11 月に実施されている調査船による着底ト

ロール調査では、漁獲対象とされない未成熟個体の各種情報の収集を目的とした標識放

流や生物測定を実施している。以上より 4 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

調査なし 対象種の生息

範囲において

過去に実施し

たことがある 

対象種の生

息範囲にお

いて不定期

に実施して

いる 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源のい

くつかの項目の経年

変化が把握できる 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源の多

数の項目の経年変化

が把握できる 

 

1.1.2.2 漁獲量の把握 

 本種は北日本の太平洋側や日本海側では、かなり古い時代から漁獲されていた（図

1.1.2.2）。本種が漁獲対象として注目されるようになったのは明治 30 年代末頃からであ

り、北海道、青森、秋田、石川県などで当初はマダラ Gadus macrocephalus などを対象

とした底はえ縄漁船の兼業対象種として漁獲された（田名部ほか 1958）。大正年間に至

り、同種を対象とした漁業は、魚粕の高騰に伴って一時的に発展したり、価格の暴落に

より衰退したりを繰り返した。また、北海道や青森県などで底刺網が導入され、北海道

では各地に普及して大きな漁業となっていったが、青森県では 3～4 年で再び底はえ縄

に転換する漁船が多かった（田名部ほか 1958）。昭和初期になると、機船底びき網でア

ブラツノザメを漁獲するようになったが、第 2 次世界大戦頃には資材の不足により底は

え縄による漁獲が主体となった（田名部ほか 1958）。太平洋戦争後は食糧増産政策に伴

い、主に機船底びき網により積極的に漁獲されるようになり、急激に漁獲量が増加し、

1952～1955 年の平均漁獲量は 42,000 トンに達した。その後、本種の漁獲量は、1950～

1960 年代の合成ビタミン A の普及による国際取引の減少と、それに伴う魚種単価の下

落により急激に減少した。現在、本種の主な漁獲は、以前に比べて同種を主対象とした

操業が減少した沖底と、本種を漁獲対象とする底はえ縄漁業により行われており、推定

漁獲量は 1990 年以降 2,900～4,600 トンで比較的安定して推移している。以上より 5 点

を配点する。 

 

 

 

 

図 1.1.2.2 

都道府県

別アブラ

ツノザメ

の推定漁

獲量 
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1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は不明

である 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間把握

できているが、総漁獲量に

ついては把握できていない 

総漁獲量が

短期間把握

できている 

総漁獲量が

長期間把握

できている 

 

1.1.2.3 漁獲実態調査 

 本種を対象とした漁獲統計が存在しないことから、漁獲量の大部分を占める太平洋北

区の沖合底びき網（かけまわし漁法）の有漁網数および津軽海峡で操業する青森県の底

はえ縄漁船の延べ操業隻数の推移から漁獲圧の動向を示す。北太平洋北区において、尻

屋崎海区のかけまわしでは、1980 年以降のアブラツノザメの有漁網数は増減を伴いな

がら横ばい、あるいはやや増加傾向で推移している（図 1.1.2.3a）。襟裳西海区では、1998

年以降減少傾向にあるが、これは、八戸船籍の沖合底びき網漁船の操業が襟裳西海区よ

りも近海の尻屋崎海区で増加したためである。2015 年の有漁網数は、尻屋崎海区で 6,300

回と前年並であり、襟裳西海区では 720 回と前年比でやや増加した。岩手海区のかけま

わしの有漁網数は大きく減少しているが、これは、かけまわし漁法から 2 艘びき漁法へ

の転換が進んだためである。1999 年以降は 1,000 回前後で安定していたが、2011 年に

は東日本大震災の影響により 390 回に減少した後、2015 年には 880 回に回復した。こ

れらから、太平洋北区のかけまわしの漁獲努力量は、全体としては増減を伴いつつ減少

傾向と判断される。津軽海峡において、三厩では漁業者の減少により、底はえ縄の漁獲

努力量は 1996 年の 1,100 隻から大幅な減少傾向にある（図 1.1.2.3b）。しかし、アブラ

ツノザメは安定した漁

獲が期待できることか

ら、大間では、近年、本

種を漁獲対象とした底

はえ縄の漁獲努力量が

増加している。以上より

4 点を配点する。 

 

 

 

図 1.1.2.3 沖合底びき

網のかけまわし（a）およ

び底はえ縄（b）の漁獲努
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1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 本種の主要生息域である津軽海峡およびその周辺海域において操業を行う様々な漁

業より、標本を収集し、胃内容物組成や繁殖特性を明らかにするための調査を行ってい

る。また、津軽海峡で漁獲されるアブラツノザメの銘柄別漁獲量から体長組成を推定す

るために、銘柄別体長データの収集を行っている。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響に対し漁獲生物資源がどのように変化したか、ま

た、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析すること

であり、資源（漁業）管理のための情報として非常に重要である（松宮 1996）。資源

評価方法、資源評価結果の客観性の 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 資源の状態は、1972 年以降の沖合底びき網漁業漁獲成績報告書から集計した太平洋

北区のかけまわし漁法の資源量指数（CPUE）と、主要漁場である津軽海峡における 1979

年以降の底はえ縄漁法の CPUE を用いて判断している（服部ほか 2017）。なお、各 CPUE

は季節や海域等の特異的な影響を除去して資源状態の年トレンドを抽出するため、一般

化線形モデル（GLM）による標準化が行われている。以上より評価手法②により判定し、

4 点を配点する。 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量推

定の経年変化に

より評価 

詳細に解析した現

存量推定の経年変

化により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

詳細に解析した

CPUEの経年変化

により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価 

. . 

④ . . . 調査に基づき資

源評価が実施さ

れている 

精度の高い調査に

基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.1.3.2 資源評価の客観性 

 資源評価結果は、毎年更新し、水産庁および水産機構の内部査読を経た後、「国際漁

業資源の現況」として水産庁のホームページで公開している(服部ほか 2017)。以上より

3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の

場が非公開であ

り、報告書等の

査読も行われて

いない 

. データや検討の場が条

件付き公開であり、資

源評価手法並びに結果

については内部査読が

行われている 

. データや検討の場が

公開されており、資

源評価手法並びに結

果については外部査

読が行われている 

 

1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1対象種の資源水準と資源動向 

 資源評価から得られる水準と動向の情報は、対象資源の生物学的側面にとどまら

ず、社会、経済にも直結する影響をも示唆する重要な情報である。このため、資源評

価結果から得られる資源水準と動向については単独項目として評価する。我が国では

ABC 算定のための基本規則を制定し、資源水準と動向を組み合わせた資源評価を実施

してきた（水産庁・水産総合研究センター 2016）。ここで、資源水準とは、過去 20 年

以上にわたる資源量（漁獲量）の推移から当該資源量を「高位・中位・低位」の 3 段

階で区分したもの、動向とは資源量（資源量指数、漁獲量）の過去 5 年間の推移から

資源の増減傾向を「増加・横ばい・減少」に区分したものと定義する。 
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 1972 年以降の沖合底びき網（かけまわし漁法）の標準化 CPUE は 2000 年にかけて緩

やかに減少していたが、その後増加を示し、近年は 2000 年代前半の約 150%程度となっ

ている（図 1.2.1a）。底はえ縄の標準化 CPUE は 1979 年以降増減を繰り返しつつも大勢

として横ばいで推移し、かけまわしの標準化 CPUE と同様に、近年は 2000 年代前半の

約 150%の水準を示していた（図 1.2.1b）。また、1979～2015 年の底はえ縄のノミナル

CPUE（標準化されていない

CPUE）は、1954～1956 年に比

べて高い水準を示した。以上

より 4 点を配点する。 

 

 

 

 

 

図 1.2.1 沖合底びき網のかけま

わし（a）および底はえ縄（b）の

CPUE（黒実線は標準化 CPUE、

黒破線は 95%信頼区間の上下限

値、赤実線はノミナル CPUE、各

CPUE は 1 が平均値となるよう

に基準化） 

1点 2点 3点 4点 5点 

低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 

 

1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 現状の漁獲圧が本種資源の持続的生産に及ぼす影響については、評価されていない。

以上より評価手法 4 により判定し、1 点を配点する。 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

①  Bcur ≦ Blimit 

Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ＞ Flimitまたは 

Bcur ≦ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

② Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

③ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

④ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 日本周辺資源に対しては希少性評価がなされており、その結果として絶滅の恐れがな

いことが報告されている（水産庁 2017）。以上より評価手法 3 により判定し、4 点を配

点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リス

クが中程度と

判断される 

. 資源枯渇リスクが

ほとんど無いと判

断される 

②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リス

クが低いと判

断される 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく資源管理、漁業管理のための情報を増

加させる手段の一環として位置づけられる（松宮 1996）。漁業管理方策策定における資

源評価結果の反映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 公的な漁業管理方策はないが、津軽海峡で操業を行う底はえ縄漁業者は、小型魚や、

出産への貢献度が高いと考えられる高齢魚を、漁獲時に再放流しており、さらに、漁獲

量の上限を設定するなど、資源保全に向けた自主的な取組を行っている（服部ほか 

2017）。また、三厩のアブラツノザメ底はえ縄漁業は、マリン・エコラベル・ジャパン

（MEL ジャパン）の認証を取得している（青森県三厩漁業協同組合 2012）。資源減少

時の回復措置として、加入乱獲時には雌雄の生息場所分離に関する知見の応用が最も有

効であると判断され（Yano et al. 2017a）、雌雄別に漁獲圧を調整することで減少した資

源の再増加を図ることが可能であると考えられる。成長乱獲時には、現在の津軽海峡で

行われている底はえ縄漁業者の取組が有効と考えられるが、その効果を明らかにするた

めには、放流後の生残率や知見の乏しい未成熟個体の行動様式について調査を行う必要



 

 

15

がある。以上自主的な取組があることから 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業制御規則は

ない 

漁獲制御規則がある

が、漁業管理には反

映されていない 

. . 漁獲制御規則があり、

資源評価結果は漁業管

理に反映されている 

 

1.3.3.2 予防的措置の有無 

 予防的措置は考慮されていない。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置は考

慮されていない 

 . . 予防的措置は考

慮されている 

 

1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 水温や餌生物の豊度は、アブラツノザメの行動に影響を与えることが知られている

（田名部ほか 1958, Andrews and Harvey 2013）。本種の生息水温は 0～13℃の範囲にあ

り、6～12℃が適水温帯として知られる（Nakano and Nagasawa 1996, Orlov et al. 2012, 

Andrews and Harvey 2013）。同水温帯におけるアブラツノザメの出現は、餌生物が存在す

る際に高まることから、水温観測結果の把握に加えて、本種の分布域に生息する主要餌

生物の動向にも注意を払う必要がある（Yano et al. 2017b）。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影

響について

は、調べられ

ていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影響

が存在するが、

全く考慮されて

いない 

環境変化の影響

が把握され、一

応考慮されてい

る 

環境変化の影響

が把握され、十

分に考慮されて

いる 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 主要な分布域である津軽海峡域では、漁業者が自主的に管理措置を策定していること

から 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者

の意見は全く取り入れら

れていない、または、資

源評価結果は漁業管理へ

反映されていない 

. 内部関係者の検

討により、策定

されている 

外部専門家を

含めた検討の

場がある 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU漁業などの考慮 

 本種は津軽海峡およびその周辺海域を中心とした沿岸域に分布するため（服部ほか 
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2017）、外国漁船の影響はない。遊漁による漁獲量はごくわずかであると思われる。IUU

漁業の報告は現在までにない。以上より 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外国漁

船、IUUなど

の漁獲の影響

は考慮されて

いない 

遊漁、外国漁船、

IUUなどの漁獲を

考慮した漁業管理

方策の提案に向け

た努力がなされて

いる 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を一部に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を十分に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を完全に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 
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